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特集 素材産業のデジタルトランスフォーメーション

要　約

1	 デジタル技術の活用による事業単位での価値創造や差別性向上を目指す変革を「事業
軸のデジタル化」と定義する。

2	 事業軸のデジタル化は、サプライチェーンのデジタル化と、サービスのデジタル化に分
類することができる。

3	 サプライチェーンのデジタル化は、調達・生産・販売計画や在庫の動的最適化、多拠点
連携、小口顧客（ロングテール顧客）へのダイレクト営業が主な機能である。これらは
グローバル化と多拠点連携が進む汎用素材分野、およびロングテール顧客の獲得が重
要となる機能素材分野で有効となる。

4	 サービスのデジタル化は、昨今素材業界で進展しているモノ＋サービス型のビジネスモ
デルにおいて、モノやサービスの価値を可視化する機能を提供することであり、顧客の
スイッチング障壁低減による販売機会増、課金モデル変更による収益性向上、などの効
果を期待できる。

5	 事業軸のデジタル化、さらにはその先のデジタルトランスフォーメーション（DX）の
実現に向けた諸問題を解決し、迅速な変革を遂げるためにはデジタル推進組織の設置
が有効である。

6	 デジタル化は素材メーカーの競争力・価値創出力を高めるポテンシャルを有し、世界各国
の企業が取り組んでいる。デジタル活用の経験と、デジタル資産の蓄積が進み、デジタ
ル活用の有効性がさらに発展する将来に備え、日本企業は今からDXに着手すべきである。

Ⅰ　日本の素材メーカーの事業課題とデジタル化
Ⅱ　事業軸のデジタル化の要諦と先行事例
Ⅲ　事業軸のデジタル化の課題と対策
Ⅳ　日本の素材メーカーのデジタルトランスフォーメーションに向けて
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先行企業が標榜するような複数の事業単位
で、より積極的に価値創造・収益性向上を目
指すデジタル技術の活用事例は少ない。こう
した活動にデジタル技術活用が有効であれ
ば、海外勢に対する日本の素材産業の競争優
位性が損なわれかねない。

本稿では、デジタル技術の活用による事業
単位での価値創造や差別性向上を目指す変革
を「事業軸のデジタル化」と定義し、日本企
業におけるその有効性や必要性、実行課題と
解決策について、先進事例を交えて論じる。
本特集の第二論考で述べた「機能軸のデジタ
ル化」は、研究開発・生産・営業の各機能に
閉じた活動であるのに対し、「事業軸のデジ
タル化」は各々の事業を構成する研究開発・
生産・営業のすべてをデジタル化の対象とす
る点で異なる。換言すれば、「事業軸のデジ
タル化」と「機能軸のデジタル化」の違い
は、バリューチェーン内の位置づけの違いと

Ⅰ	日本の素材メーカーの事業課題と
	 デジタル化

1	 事業軸のデジタル化とは
昨今、ICTの発展とともに人工知能（AI）・

IoT（Internet of Things：モノのインターネ
ット）をはじめとするデジタル技術の活用
が、ICT産業だけでなく製造業においても普
及しつつある。素材産業においてもDowDu-
Pont、3M、BPなど欧米の大手素材メーカー
は、顧客価値創造を目的に、デジタル技術の
活用を推進している。

日本でも経済産業省がコネクテッドインダ
ストリー構想の下、素材産業においても、実
際に研究開発や生産業務の効率化・高度化を
目的としたデジタル技術を活用する取り組み
が増えつつある。しかし、日本の素材メーカ
ーにおいては業務の効率化・高度化のための
デジタル技術活用事例は多いものの、欧米の

図1　事業軸のデジタル化の定義
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数の金属加工部門などから構成される。セラ
ミック・ガラスメーカーもまた、素材として
は一種類であるものの、自動車用、液晶ディ
スプレイ用などの用途に応じて異なるQCD

（クオリティ・デリバリー・サービス）が求
められるため、マネジメントを分けるために
異なる事業体を形成することが多い。

このように、たとえ数兆円規模の企業であ
っても、それを構成する個々の事業は小〜中
規模の事業であり、それぞれ独立運営されて
いるのが素材メーカーの特徴であるといえる。

3	 日本の素材メーカーの課題と
	 デジタル化の余地

日本の素材産業は、技術の強みを軸に機能
素材を開発・供給することで成長してきた。
しかし昨今、素材産業に関する技術は大局的
にコモディティ化する傾向にあるため、技術
力を活かした素材の品質・性能に基づく価値
提供・差別化から、素材供給（モノ売り）に
限らない多様なビジネスモデルに基づく品
質・性能・コスト・デリバリー・サービスを
組み合わせた価値提供・差別化へと、戦略転
換が求められる。

こうした事業環境の変化を踏まえ、筆者ら
は『知的資産創造』2017年 3 月号「化学産業
における事業開発モデル」において、化学産
業における 5 つのビジネスモデルの存在と戦
略転換の必要性を指摘した注1。 5 つのビジ
ネスモデルの定義と、素材メーカーにおける
主な課題は次の通りである（図 2 ）。

（1）	 バルクモデル

バルクモデルとは、エチレンなどの汎用素
材（バルク素材）の大量生産と多用途販売を

して整理できる。
素材メーカーが複数の事業を持ち、それら

各事業が企画─研究開発─生産─販売サービ
スから構成されるバリューチェーンを形成し
ているとする場合、機能軸のデジタル化は複
数の事業間で研究・生産・販売などの機能別
にデジタル化を展開するのに対し、事業軸の
デジタル化は各事業のバリューチェーンを形
成する企画─研究開発─生産─販売サービス
などの機能を一貫してデジタル化することと
いえる。デジタル技術を活用した素材ユーザ
ーに対する価値提供も、事業軸のデジタル化
の対象となる（図 1 ）。

2	 日本の素材メーカーの特徴
日本には上場企業だけでも売上数十億円か

ら数兆円まで数百社に上る素材メーカーが存
在し、世界的に見ても裾野の広い一大産業を
形成している。そのうち、売上数百億円規模
の素材メーカーは単一事業で形成され、営業
部・生産部・研究開発部・企画部といったよ
うに機能部制組織を敷いている企業が多い。
一方、売上数千億円規模の素材メーカーで
は、多くの場合、企業（または企業グルー
プ）内に複数の事業を有している。特に数
千億〜数兆円の企業では、数百億〜数千億円
の事業体を多数抱える構造になる。

各事業の商品や技術、顧客、ビジネスモデ
ルはそれぞれ異なり、独自の営業・生産・開
発・企画の機能を備えている。たとえば化学
メーカーは、石油化学に基づく汎用材料部
門、セメントや肥料などの無機化学部門、特
定用途向けの複数の機能材料部門などから構
成される。非鉄金属メーカーであれば、銅や
亜鉛などの金属種別の地金部門と用途別の複
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複数の生産拠点から最も安価に供給できる拠
点を選び、サプライチェーンを組む業務（受
発注・在庫引当・生産調整・物流手配・決済
など）を、IT活用で迅速かつ確実に実行で
きるようになる。ERP（Enterprise Resourc-
es Planning）システムの利用が既に普及し
ているが、昨今ではAI・ビッグデータ解析
を用いた最適化・シミュレーションツールを
活用することで、タイムリーに最適なサプラ
イチェーンを組むことが可能となる。

また、SCMの高度化については、たとえ
ばAI・ビッグデータ解析を用いた汎用化学
品の価格予測に基づく収益性向上が挙げられ
る。価格の過去トレンドからAI・ビッグデ
ータ解析を用いて価格や需要の予測モデルを
構築できれば、価格上昇局面では在庫増、下
落局面では在庫減となるよう生産・販売計画
を調整することで収益性を高めることが可能
となる。総合化学メーカーである住友化学
は、バルク素材の代表品種であるLDPE（低

行うビジネスモデルを指す。日本勢の国内プ
ラントは、海外勢と比較して小規模、かつ老
朽化が進んでおり、生産の安定性に不安を抱
えている。中東・北米勢が天然ガスを原料と
するのに対し、日本勢は石油・ナフサを原料
とするためコスト競争力が低い。

この状況下では、国内をマザープラントと
して位置づけ、技術開発や特殊品生産に集中
する一方、安価な原料を求めて海外工場建設
やパートナリングを推進する動きが必要とな
る。たとえば、住友化学とサウジアラムコと
の協業によるペトロラービグの設立がそれに
該当する。このような動きを実現するために
は、海外工場の安定操業、グローバル拠点連
携とSCM（サプライチェーン・マネジメント）
の高度化、汎用品の販売促進が課題となる。

特に「グローバル拠点連携」と「SCMの
高度化」は、事業軸でのデジタル化の対象と
なり得る。たとえばグローバル拠点連携につ
いては、欧州企業から受注した案件を自社の

図2　素材のビジネスモデル別の課題とデジタル化の余地
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ル拠点連携」は有効だろう。ただし、ファイ
ンモデルではバルクモデルと比べて事業あた
りの売上規模が 1 桁小さくなるため、当該事
業のためだけのIT投資は効果が伴わないこ
とがある。また、バルク素材以上に少量多品
種となる傾向が強いため、開発効率化やロン
グテール顧客（小ロット購入を繰り返す多数
の顧客で構成される顧客層）の販売効率化に
よる収益性維持・向上は、日本企業にとって
重要課題となる。既にERPを用いたシステム
対応が普及しているものの、事業実態の品目
定義が一致せず、結果として事業部門独自の
エクセル管理に基づく属人的なSCM運営が
残っていることも少なくない。このような状
況下では全社規模でのERPの入れ替え・更新
だけでなく、LLamasoftやAnaplanなどのデ
ジタルツールを活用した事業部門独自の対応
も選択肢となる。

一方、ファインモデルの本質的課題である
価値と差別性ある新素材の創出、およびその
新用途展開のためには、研究開発部門の改革
が重要であり、ここにもデジタル化の余地が
ある。テキストマイニングを用いた特許・論
文分析などに基づくデジタルマーケティング
や、マテリアルズインフォマティクスが相当
する注3。

（3）	 スペシャリティモデル

スペシャリティモデルとは、電子材料や医
薬品原料など、特定の用途や顧客の要求に合
致した多種多様な材料（スペシャリティ素
材）を、顧客要望に応じてタイムリーに開
発・供給するビジネスモデルである。有機・
無機材料の組成物や、フィルム・繊維などの
形態となることが多い。特に電子材料は、日

密度ポリエチレン）を対象とし、過去の国内
販売実績データとARモデルに基づく機械学
習を用いて予測モデルの構築、および数カ月
〜 1 年程度の市場予測検証結果を報告してい
る注2。

（2）	 ファインモデル

ファインモデルとは、機能性ポリマーやそ
のモノマー、樹脂添加剤など、各社の独自技
術で差別化した機能材料（ファイン素材）を
さまざまな用途へ供給するビジネスモデルを
指す。ファインモデルでは用途・顧客も商品
品番も多種多様になるため、少量多品種商品
の開発・生産・販売の効率的運営が求められ
る。一方、化学技術の成熟とともに「新しい
化合物が生まれにくくなった」「新素材の市
場は小粒」との声が高まる中、研究開発によ
る新規物質の創出のみに依存しない成長戦略
が重要となる。

たとえば、競合他社の事業買収で業界寡占
度を高めるとともに、自社を 1 位または 2 位
のポジションに高めて価格支配権を持ち、業
界全体の収益性を高める戦略が有効となる。
クラレの酢酸ビニルチェーンの買収、デンカ
のクロロプレンゴム事業の買収などの例が挙
げられる。この際、買収先企業やグローバル
拠点とのSCM連携や、小ロット購入顧客に
対する受注可否や価格設定の適時判断が課題
となる。また、新規物質の研究開発をあえて
推進して市場独占を狙うのも選択肢となり得
る。この場合は、「新しい化合物が生まれに
くくなった」といわれる状況を乗り越えるた
めの研究開発の高度化が課題となる。

ファインモデルでも、バルクモデルで述べ
たように、デジタル技術を用いた「グローバ
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この問題を解消するために、営業と研究、
または研究所間の知見を融通することが求め
られるが、それを促進する際に、デジタル技
術を適用する余地は十分にある。たとえば、
電子実験ノート注4などの技術知見の整理や、
AIを用いたテキストマイニングによる知見や
担当者の探索・発掘が挙げられる。これらは
ツールではあるものの、スペシャリティモデ
ルにおけるニーズ対応力、すなわち技術解決
策考案力向上に向けた原動力となり得る。

またスペシャリティモデルでは、開発のス
ピードや効率が特に求められ、開発対象が組
成物であるため、これらを得意とするマテリ
アルズインフォマティクス注5との相性がよい。
たとえばJSRなどの日本の電子材料メーカー
は、フォトレジストなどの組成物開発にマテ
リアルズインフォマティクスを活用している
ほか、昨今ではプラスチックコンパウンドや
複合材分野にも適用を広げる動きがある注3。

（4）	 ソリューションモデル

MaaS（Mobility as a Service）に見られ
るように、近年製造業のサービス業化が進展
している。日本の素材産業においてもモノ

（素材）売りからサービス提供へのシフトに
よって、事業の価値や競争力の向上を目指す
動きが活発化している。

サービスというと消費者向けサービスを想
起するが、BtoBである素材産業におけるサ
ービス提供とは「顧客である部品・完成品メ
ーカーの業務を代行すること」と考えると分
かりやすい。サービス提供を行っている素材
メーカーは、モノ（素材）とサービスと、サ
ービスを実現する周辺技術を組み合わせて顧
客の課題を解決している。筆者らはこれをソ

本の素材メーカーが高シェアを誇る「強み領
域」となっている。

このモデルでは重要顧客への密着・インサ
イダー化による先進ニーズの把握と、開発ス
ピードでの競合差別化、顧客の技術課題を解
決する確固たるパートナーのポジションを獲
得することでのファーストサプライヤー化、
すなわち顧客にとって最も発注金額が大きい
サプライヤーとなることが成功要因となる。
日本の素材メーカーが強みとし、現在の最重
要収益源であるが、昨今、欧米・韓国・台湾・
中国勢が当該領域へ進出する動きを活性化し
ているため、今後の競争激化が懸念される。
その際、大手顧客の囲い込みをより強固にす
るためのデリバリー・技術サービスの強化が
必要となり、研究開発対応の高速化やより細
かな技術課題への対応力強化が課題となる。

また、昨今では、素材メーカーの研究部門
において「新しい用途が出なくなった」とも
いわれるため、素材メーカー自ら世界中の顧
客からその土地に根付くニーズの芽を集め、
自社・他社の技術の組み合わせで具現化する
力量の強化も課題となる。これに関しては、
エリアニッチトップ戦略を掲げる日東電工が
事例として挙げられる。

顧客ニーズが年々高度化、複雑化する中、
技術対応策考案と新商品企画の難度も高まっ
ている。この状況下では、個々の技術ではな
く、自社技術の組み合わせで対応することが
スピードと収益性の両面で望ましい。しかし
日本の素材メーカーでは、過去の研究開発知
見が自社内の複数の事業部門に散在している
ものの、事業部・カンパニー間の組織の壁に
阻まれ、技術や知見の融通が阻害されている
ことが多い。



42 知的資産創造／2019年2月号

日本の素材メーカーはこれら5つのビジネ
スモデルを複数内在させながら成長してき
た。とりわけ、日本の中堅以上の素材メーカ
ーは、素性の異なる事業の複合体となってい
るため、各社の経営者は事業ごとに異なるマ
ネジメントが求められる。

Ⅱ	事業軸のデジタル化の要諦と
	 先行事例

ここまでは、日本の素材メーカー特有の事
業課題と、その解決策としてのデジタル化の
余地を 5 つのビジネスモデル別に論じた。そ
の過程で、事業軸のデジタル化の余地には、
素材メーカー社内で収まるものと、社外（特
に顧客）に至るものに大別できることが明ら
かになった。

本章ではそれらを踏まえ、「事業軸のデジ
タル化」のフレームワークを構築する。前者
は「サプライチェーンのデジタル化」、後者
は「サービスのデジタル化」と言い換えるこ
とができる。以降、事例分析に基づき、それ
らのパターンを整理する。

1	 サプライチェーンのデジタル化
素材メーカーのサプライチェーンの特徴

は、多様な原料調達、先行者優位となりやす
い商品開発、グローバル多拠点での生産、市
況と相対の両方で変動する製品価格、大口か
ら小口までの多様な顧客（ロングテールの顧
客層）が挙げられる。これらを踏まえ、リソ
ースの利用効率を高め、コストや損失を削減
し、利益を最大化するためのSCMが従来か
ら重視されてきた。

しかし近年、AIなどによる解析技術の向

リューションモデルと定義する。たとえば、
自動車の複数色塗り分け効率化を実現した
3Mの塗装代替フィルム、三菱ケミカルの
DVD色素はソリューションモデルの好例で
ある注6。

日本の素材産業においても、こうしたソリ
ューションモデルは活用されている。しかし、
市場がコモディティ化した汎用材料において、
他社との差別性と受注量を維持するために

「仕方なく」ソリューション提供している例が
多い。この場合、顧客別のサービスの工数が
コストとして上乗せされる一方、サービスの
価値を顧客に認めてもらいにくいため、収益
性向上は見込みにくい。ソリューションを価
値向上・競争力向上の施策として機能させる
ためには、顧客にとって価値のあるサービス
を提供するだけでなく、顧客から何らかの形
で課金を得るべく、サービスの価値を可視化
することが重要となる。この価値の可視化に
デジタル化の適用余地がある。たとえば、タ
イヤの走行距離に応じた課金などの事例があ
る。このソリューションモデルは「事業軸の
デジタル化」の最も特徴的な部分であるた
め、次章で先行事例を交えて詳しく述べる。

（5）	 異業種M＆Aモデル

素材産業と技術の成熟に伴い、成長市場を
求めて素材の周辺業種とのM&Aが近年活発
化している。生産や開発などの素材メーカー
として培った強みを活かして買収先企業の機
能強化を図り、収益性向上と収益還元を狙う
モデルである。ここでは、自社機能の強みを
形式知化し、それを用いて相手企業の機能強
化を加速する点で、デジタル化の活用余地が
ある。
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に対して、原料調達がボトルネックとなる場
合があった。ここにデジタル技術を適用し、
安定調達を実現することができる。たとえば
米国の大手スペシャリティケミカルメーカー
の3Mは、BASFとシステム連結によって生
産計画・供給計画を相互共有し、3Mの生産
計画の変動をタイムリーにBASFに伝達する
ことで原料の供給安定性を確保している。

3 つ目は「グローバル物流の最適化」であ
る。素材メーカー各社は、原料立地または需
要地立地で海外生産拠点を有すことが多い。
これらの受注情報や生産計画を一元化し、最
も効率的な生産・物流経路を組める生産拠点
を選択することで、サプライチェーンを最適
化し、コストを圧縮することができる。ま
た、国際貿易における積荷引き渡しや、通関
などの煩雑な書類業務を効率化することで、
多品種を扱う素材産業のグローバルサプライ
チェーンのコスト圧縮・時間短縮が可能とな

上、センサーネットワークなどを用いた
IoT・ビッグデータ解析技術の登場によって、
従来よりも高度なSCMが可能となっている。
筆者らは事例分析を基に、SCMの高度化の
特徴を 5 つのパターンに分類した（図 3 ）。

1 つ目は「製品上市の高速化」である。顧
客ニーズに基づく研究開発を高速化すること
で、製品の市場投入を加速し、競合に対して
選考優位を確立することが可能となる。たと
えば欧州大手総合化学メーカーBASFは、業
界最速クラスのスーパーコンピュータを用い
たシミュレーションやマテリアルズインフォ
マティクスに取り組むだけでなく、社内外に
点在する知識を結びつけるナレッジマネジメ
ントや、膨大な情報から有益なデータを獲得
するデータサイエンスにも注力している。

2 つ目は「原料調達の動的最適化」であ
る。従来は調達・生産・販売は計画的に管理
されていたが、突発需要などによる計画変更

図3　サプライチェーンのデジタル化の分類

①製品上市の高速化 ②原料調達の
　動的最適化

③グローバル物流
　の最適化

④生産・販売・在庫
　の動的最適化

⑤ロングテール顧客
　へのダイレクト営業

サプライ
チェーン
の課題

● 製品開発の高速化
● 実験・分析の自動化

● 調達業務の効率化
● 突発的生産増に対す
る確実な調達

● 物流における無駄の
排除

● 市況に応じた生産・
在庫計画の適時変更、
販売価格の適時変更

● ロングテール顧客への
販売効率化と収益性向
上

デジタル
の役割

● ナレッジマネジメント
● シミュレーションによ
る分子設計などの最適
化

● 実験の自動化

● ユーザーの需要量と
サプライヤーの供給
量の同期

● 物流経路や生産地な
どのシミュレーショ
ン

● 通関業務などの自動
化

● 需要・供給のバラン
スや価格の予測

● シミュレーションに
よる収益・コスト最
適化

● ロングテール顧客への
販路形成、および情報
提供

事例

BASF
● スーパーコンピュータ
によるシミュレーショ
ンやマテリアルズイン
フォマティクス、ナレッ
ジマネジメントなど

3M
● BASFと生産計画を
共有し、サプライヤー
自身が3Mへの供給
を調整することで、
需要と供給を同期化

DowDuPont
● 国際貿易業務の効率
化のためにブロック
チェーン技術を用い
たソリューションを
適用

BASF
● 3Mと調達・生産計画
を共有することで、
需要と供給を同期化
住友化学
● AI・機械学習を用い
た製品の需要予測

BASF（Maglis）
● スマートフォンを用い
た農家の収益拡大サー
ビス。需要予測や農薬
選定などに関する情報
を提供し、意思決定を
促進

DowDuPont
● 中国のECサイトに出店
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る。一方、DowDuPontはデジタル化戦略の
一環として、2018年より中国のアリババ系
ECサイト「1688.com」に出店している。

このように、素材メーカーが従来の手法で
は対応できずにいたコスト削減、ロングテー
ル顧客への販売強化が、サプライチェーンの
デジタル化によって実現されつつある。デジ
タル化は、素材メーカーの収益性を高めるだ
けでなく、スピードや顧客カバーの範囲にお
いても競争環境に大きな影響を与えるものと
認識することが望ましい。

2	 サービスのデジタル化
素材メーカーのサービスのデジタル化と

は、素材という製品（モノ）の販売に加え、
顧客の業務を代替するサービス（コト）を、
デジタル技術を活用し提供することで、競合
との差別性を高めていくビジネスモデルであ
る。素材メーカーでは、製品とサービスのセ
ットで提供することもあれば、サービス単体
で提供し収益化している企業も現れている。
顧客の業務プロセスの短縮や効率化の貢献度
が高いサービスであればあるほど、サービス
単体での収益化が可能となる。ここでは、サ
ービスのデジタル化について、顧客業務の代
替性の程度から、図 4 に示す 4 つのタイプに
分類した。

1 つ目は「設計提案型製品販売」である。
これは、顧客が製造する完成品において自社
製品がどのような機能・性能を発揮できるか
を事前にシミュレーションし、顧客に対して
提案することで、自社製品の価値を高めるモ
デルである。

近年、素材業界ではデジタル技術の発展に
よりCAE（Computer Aided Engineering）注8

る。たとえば米国の大手総合化学会社Dow-
DuPontは、仮想通貨で活用されているブロ
ックチェーン・分散型台帳技術注7を活用し
た国際貿易ソリューション試験運用を、2016
年に着手した。

4 つ目は「生産・販売・在庫の動的最適
化」である。価格上昇局面で在庫を持って高
値販売し、価格下落局面で在庫を減らして安
価販売を回避することで収益性向上を見込め
る。たとえば住友化学は、「いつ」「どの製品
に」投資するか、「いつ」「誰に」「いくら
で」売るべきかのインプットとするべく、
LDPEなどの将来の需要・供給バランスの予
測に取り組んでいる注2。一方、前述の3Mと
BASFのシステム連結の例において、BASF
は3Mの生産計画をタイムリーに把握できる
ことで在庫量の最適化が可能になる。

5 つ目は「ロングテール顧客へのダイレク
ト営業」である。素材産業では小ロットユー
ザーも含めて、顧客数が数千社に至ることは
珍しくない。また、歯科材料などの病院・ク
リニック向け材料、農薬や肥料などの農業資
材などでは、顧客が極めて多数になる。従来
は代理店などを活用して販売を効率化してい
たが、個々の顧客要求の把握や対応、自社製
品の提案が困難だった。ここにスマートフォ
ンやインターネットなどのデジタル技術を用
いて、個別顧客へのダイレクトな情報提供や
自社製品の紹介が可能となり、効率性と顧客
訴求を両立することが可能となる。

たとえばBASFは、農業支援デジタルサー
ビス「Maglis」を立ち上げ、世界の農業事業
者に対して、作物生産量予測や生産計画策定
ツールの提供、自社の農薬の商品情報の提供
を通じ、農業事業者の意思決定を支援してい
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デルである。イメージのしやすいBtoCでの
従量課金型製品販売としては、ミシュランが
走行距離に応じてタイヤの使用量を課金する
ビジネスモデルを展開している。センサーは
使用量だけでなく、製品の使われ方やパフォ
ーマンスもデータとして取得できる。これに
より、素材メーカーをはじめとするBtoBの
製造業では、これまで顧客が気づいていなか
った実務の課題を可視化し、業務改善の支援
を行うことでさらなる顧客へのロックインを
狙うことができる。

3 つ目は「顧客業務支援サービス」であ
る。これは前述の 2 つのモデルと異なり、サ
ービス単体で収益化を目指すモデルである。
主に顧客の業務の生産性向上に貢献する情報
提供サービスであり、生産性向上に対する成
果報酬を受け取るモデルが多い。また、調達

などの設計・シミュレーションツールが開発
され、顧客に対して精度の高いエビデンスが
提供されている。これまでは顧客自身が行っ
ていた、調達品の機能・性能の設計や評価を
素材メーカーが代行することで、顧客ニーズ
の先読みとスイッチングコストの削減を両立
させ、競合製品から自社製品へのスイッチン
グや単価の向上を実現している素材メーカー
が増えてきている。たとえば、輸送機械では
軽量化のためのマルチマテリアル化が進展し
ており、金属から複合材への置き換えを促進
するための提案営業の際に、本モデルが効果
を発揮している。

2 つ目は「従量課金型製品販売」である。
これは自社製品にセンサーを導入し、顧客の
使用実態を可視化することで製品単位ではな
く使用量に対する従量課金を実現しているモ

図4　サービスのデジタル化の分類

顧客業務の代替性

①設計提案型製品販売 ②従量課金型製品販売 ③顧客業務支援サービス ④顧客業務受託サービス

ビジネス
モデルの
特徴

● 顧客の完成品において自社
の素材がどのような機能・
性能を発揮できるかを提案
し素材を販売

● 他社素材からのスイッチや
単価向上に貢献

● 顧客の製造工程において、
自社製品の使用・稼働状況
をモニタリングするIoTセ
ンサーを付加して販売

● 自社製品を使用量による従
量課金で販売する

● 顧客の製造工程における製
造効率改善や品質管理など
の業務最適化のための情報
提供サービス

● 顧客の製造に関するKPIを
改善し成果報酬を得る

● 顧客の製造工程における一
部の業務を受託

● デジタル技術を活用するこ
とで、最適な「質」と「量」
を担保した製造を、素早く
提供することが可能

代替する
顧客業務
（一例）

● 顧客の製品設計における部
品・素材の評価、シミュレー
ションの業務の一部

● 顧客による自社製品の使
用、および資産としての保
有

● 顧客の製造に関する企画・
管理機能

● 顧客の製造業務

事例

東洋紡
● 生地による衣服圧シミュ
レーションを行い、完成品
の形状や材料別の伸長特性
を提示し、適切な素材選択
を支援

STILL社
● 自社フォークリフトにセン
サーを導入、走行距離に応
じて課金

● 工場や倉庫内の導線をデー
タ収集し、最適な配置を提
案

ミシュラン
● タイヤの走行距離に応じた
課金

BASF
● 自動車メーカーに向けて、
塗料製造や塗装工程の品質
管理、業務最適化に必要な
データを提供するプラット
フォームを構築

● 品質基準を満たす完成車台
数に応じて課金

Plethora社
● 試作品・少量部品の受託製
造サービスを検討中

● 顧客から部品のCADデータ
を取得、デジタル技術で外
部パートナー企業の工場機
械を空き時間に稼働させ、
受託製造することを目指し
ている

低 高
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いう好循環を生み出している企業もある。こ
のことからも、製造業は製品（モノ）だけで
勝負する時代ではなくなったといえるだろ
う。

3	 デジタル化を組み込んだ
	 事業戦略の必要性

繰り返し述べてきたように、事業軸のデジ
タル化の目的は、素材メーカーを構成する各
事業の収益性向上や、高付加価値化・差別化
である。その実現には、デジタル技術だけで
なく、実際には、コスト削減などの社内活動
や顧客との価格交渉、デジタル技術活用を前
提とした業務改革など、デジタル技術の活用
以外の実直な戦略的活動が不可欠となる。換
言すれば、「サプライチェーンのデジタル
化」「サービスのデジタル化」はあくまで目
的達成の手段であり、その果実を得るために
は、デジタル技術を組み込んだ事業戦略こそ
が必要であるといえる。

特に、「サービスのデジタル化」は、日本
の素材メーカーが欧米勢に対して遅れをとっ
ているソリューションモデルへのシフトを促
進する戦略的手段となり得る。なぜなら、従
来は顧客に提供するモノ・サービスの価値の
可視化、課金への翻訳、それによる顧客との
交渉などの難しさが日系企業のソリューショ
ンシフトを阻んでいたが、前述のようにデジ
タル技術はそれらの障壁を低減する効果を見
込めるからである。その結果としてデジタル
技術の活用によりソリューションモデルのス
ピーディーな普及を期待できる。

一方、日本の素材メーカーの重要収益源と
なっているスペシャリティモデルでは、欧米
勢の「サプライチェーンのデジタル化」によ

や販売などの業務を支援するデジタルプラッ
トフォームを提供している企業も存在する。

いずれにせよ、デジタル技術を活用して顧
客が行っていた業務のモニタリングやデータ
収集・分析を代替し、売上向上や利益増加と
いった成果に対して課金するという点で、製
造業にとって新しいビジネスモデルである。
このモデルの事例はまだ多くないが、まずは
現業（製品販売）のための付加的なサービス
として開始し、データやノウハウを蓄積した
後にサービス事業として本格展開する企業が
今後増えてくると考えられる。

4 つ目として、「顧客業務受託サービス」
が挙げられる。受託事業は既にさまざま存在
するが、その多くは一定の受託規模を確保す
ることができなければ、資産効率を高めるこ
とやコスト競争力で他社に勝つことができな
いビジネスモデルとなっていた。しかし、近
年のデジタル技術を活用することで、規模の
経済に頼らずとも独自のポジションを築くこ
とができる可能性が見え始めている。たとえ
ば図 4 に示しているPlethora社は、デジタル
技術を活用して、自らは製造設備を保有する
ことなく、製造受託事業に参入しようとして
いる。具体的にはパートナー企業の機械設備
をデジタル技術でモニタリングし、その空き
時間を利用して試作品や少量部品といったコ
ストの抑制が困難な部品・製品を生産するモ
デルである。

以上のように、素材メーカーをはじめとす
る製造業では、デジタル技術を活用すること
で、製造業の強みを活かしたサービス作りに
取り組んでいる。サービスを通じて獲得した
顧客の情報や業務ノウハウが自社の製品にフ
ィードバックされ、製品の売上が拡大すると
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することが望ましい。事業のビジネスモデル
や取り扱い製品、顧客ニーズ、競争環境、自
社のポジションや力量によって、デジタル化
の目的となるサプライチェーン変革やサービ
ス提供によるビジネスモデル変革の方針と戦
略が異なってしかるべきである。

このように、各事業の違いを踏まえつつ、
それに適した事業戦略を用意するとともに、
その実行策としてデジタル化の施策を用意し
なければならない点に「事業軸のデジタル
化」の難しさがある。本章では、日本の素材
企業において事業軸のデジタル化を推進する
ための課題と対策を述べる。

筆者らによる日本の素材メーカーに対する
ヒアリング調査によると、個別機能のデジタ
ル化、および機能軸のデジタル化を進めてい
る企業は多いものの、事業軸のデジタル化を
既に推進している企業は少ない。

機能軸のデジタル化は、生産技術部、研究
企画部、情報システム部などの従来から存在
する本社機能部門によって、機能強化の施策
としてデジタル技術の導入と横展開が図られ
ている。つまり、従来から存在する横串組織
のミッションの延長線上に機能軸のデジタル
化が位置づいているため、現場発でデジタル
化活動が生じ得るといえる。

一方、事業軸のデジタル化は、前述のよう
に複数の業務を跨ぐ事業全体のデジタル化で
あり、かつ事業ごとの個別性が高いため、事
業の幹部や企画担当者がデジタル化企画のミ
ッションを負うのが一般的な考え方である。
しかし、事業幹部や企画担当者は、先端の
AI・IoT技術や世の中にあるソリューショ
ン、それらの利用事例などの把握は必ずしも
ミッションとなっていないため、知見不足と

って脅威にさらされている。従来、日本企業
は属人的ながらも丁寧かつ実直な開発対応や
受発注対応でロングテール顧客からも収益を
獲得していたが、欧米勢がデジタル技術の活
用によって従来不得手とする少量多品種・小
ロット顧客対応をやり遂げ、日本勢の収益源
に攻め入ってくる懸念が高まっているからで
ある。このような状況を踏まえ、スペシャリ
ティモデルにおける日本の優位性を保持する
ために、デジタル化で備えることが望ましい。

このように、デジタル化は日本の素材メー
カーの競争環境と事業戦略そのものに影響を
与えうる要因となり得るため、今後の素材メ
ーカーの事業戦略検討においては、従来型の
戦略検討に加えて、デジタル技術の活用も併
せて検討することが望ましい。そして、その
ミッションを負うのは、事業部幹部や事業企
画部門担当者である。自社事業に「サプライ
チェーンのデジタル化」「サービスのデジタ
ル化」の余地があるか、それによって収益性
向上や高付加価値化・差別性向上が図られ得
るかについて再考すべきであるし、さらには
事業軸のデジタル化を推進すべきである。

「デジタル」という世の中のムーブメント
が、自社事業のビジネスモデルを再考する絶
好の機会となろう。

Ⅲ	事業軸のデジタル化の
	 課題と対策

デジタル技術はあくまでツールであるた
め、目的が明確でないデジタル技術の活用は
成果につながりにくい。従って事業軸のデジ
タル化にあたっては、各々の事業の状況や課
題を踏まえ、変革方針や戦略に基づいて適用
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う見方もある。
そこで、筆者らは図 5 に示すサービスのデ

ジタル化の検討フレームワークを提案する。
サービスを顧客業務の代替と定義すること
で、顧客業務の分析からサービス像を導くこ
とが可能となる注6。さらにサービスのデジ
タル化では、サービスの量や質を可視化する
ようなデジタル活用を考案すればよい。

一方、サプライチェーンのデジタル化で
は、業務部門や企画・管理部門などの事業内
スタッフ部門が、従来からサプライチェーン
最適化のミッションを有しているため、彼ら
にデジタル技術活用による、さらなるサプラ
イチェーン最適化のミッションを付与するこ
とが近道となる。

ステップ2　PoCによる実証とデジタルシ

ステム開発　⇒システム開発の壁

PoC（Proof of Concept：コンセプト実証）

なり、デジタル化企画は進みにくい。
事業軸のデジタル化の進め方は、次の 3 つ

のステップでの進展が一般的であるが、それ
ぞれに対してデジタル化推進の難しさ、いわ
ばデジタル化の壁が存在する。以降、各々の
壁とその対策について論じる。

ステップ1　デジタル活用戦略の企画　⇒

企画立案の壁

サービスのデジタル化を進める戦略企画に
腐心する日本企業は多い。なぜなら、従来も
のづくりで強みを発揮してきた日本の素材メ
ーカーにとって、サービス提供を含むビジネ
スモデルの企画自体が不慣れであるため、そ
の応用編ともいえるサービスのデジタル化ま
で発想が及びにくいためである。そもそも、
顧客意向を最大限に尊重する日本の素材メー
カーの現場からは、顧客データを自社の利益
増の糧とするような発想は生まれにくいとい

図5　サービスのデジタル化の検討フレームワーク
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材流動が活発化している理由はここにある。
しかし、近年のデジタルブームの影響で、人
材確保は必ずしも円滑に進まない。そこで、
自社においてデジタルとビジネス・業務の両
方の知見を有す人材、すなわち「両利き人
材」を育成する必要がある。素材メーカーで
は計算科学に基づくシミュレーションや、
CAE/CADを用いた製品（この場合は部品に
近い）の設計に従事するような、比較的IT
リテラシーが高い若手社員を選抜して、デー
タ解析に関する外部研修や、社内のデジタル
検討への登用と育成が有効である。特にマテ
リアルズインフォマティクス分野では、産官
学連携コンソーシアムによる人材育成プログ
ラムにも期待したい。

ステップ3　実用化と運営　⇒意思決定の壁

PoCで技術と価値が実証され、実運用可能
なシステム開発が終われば、それを実装し、
成果創出に向けて運用を開始することにな
る。ここで問題となるのは、デジタルシステ
ムによって得られた示唆に基づく判断の責任
の所在である。

サプライチェーンのデジタル化では、たと
えば在庫の動的最適化による収益拡大を狙う
場合に、社員の経験に基づく見通しと、デジ
タルに基づく見通しが食い違う場合が想定さ
れる（むしろそうでなければデジタルの意味
がない）。この際、実際にデジタルに基づい
て在庫調整を敢行するか、過去の経験に基づ
く調整とするかの判断が必要で、それは事業
部門の幹部に委ねられる。成果が出ればよい
が、失敗した際に自身の責任問題ともなり得
るこの判断は想像以上に難しい。実際にPoC
まで完了しても、この問題で実運用に至って

やデジタルシステム活用では、データ整備や
解析アルゴリズムが重要となるが、事業軸の
デジタル化でも同様である。

サプライチェーンのデジタル化では、ERP
や事業部門独自のエクセル管理の結果として
データが蓄積されている。ただし、動的在庫
管理などを実行するためには、従来のERP情
報だけでは不足し、社内外からの情報補完や
解析モデル構築が必要になる。ところが、サ
ービスのデジタル化においては、サービス価
値を可視化するために、顧客を巻き込んで新
たにデータを収集・蓄積しなければならな
い。この際、自社の商品がタイヤやモジュー
ルなどの顧客が直接利用できる形態であれ
ば、センサーを装着して商品の使用量や使用
環境、自社商品の状態などをモニタリングす
ることで、従量課金などのためのデータを収
集することができる。

一方、自社の商品がいわゆる素材で顧客の
製品に搭載されるような形態の場合は、自社
商品にセンサーを搭載することは難しい。こ
の場合は、顧客の業務を簡便化・高度化する
ようなソフトウエアを自社で開発して顧客に
提供し、顧客に利用してもらうことでデータ
を収集することが可能となる。いずれの場合
においても、事業ごとに収集すべきデータと
その収集ツールは異なるため、事業ごとのシ
ステム開発が必要となる。自社独自の取り組
みとなることが多いため、社外から既成のデ
ジタルツールを調達・適用することも難し
い。システム開発機能としての外部調達は可
能だが、データの秘匿性を重視するのであれ
ば、独自のシステム開発機能を獲得すること
が望ましい。

近年、システム開発業界から製造業への人
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たステップと、その推進組織の組成を提言す
る（図 6 ）。

1	 デジタルトランスフォーメーション
	 のステップ

DXは 5 つのステップで実現されると筆者
らは考える。まずは「デジタル化構想の策
定」である。企業としてデジタル化を推進す
るという大方針を定めるとともに、自社事
業・業務のデジタル化によって目指す姿を示
すことが、デジタル化に向けた活動として初
期のPoCを計画する「構想」に相当する。

次に、このPoCを事業部門、機能部門それ
ぞれでまずやってみる状態、すなわち「点の
デジタル化」が必要である。この段階では横
展開やビジネスモデル変革などの大きな話よ
りも、社内におけるデジタルの実用化と小さ
な成功事例（ベストプラクティス）作りが重
要となり、具体的にはPoCプロジェクトの組
成と推進の機能が必要となる。

次に「機能軸のデジタル化」であり、第二
論考で述べたように、デジタル投資の効率を
高めるために、ベストプラクティスをほかの
同じ業務・類似業務にも適用する。デジタル
化業務の標準化と横展開である。

次に「事業軸のデジタル化」である。サプ
ライチェーンやビジネスモデルの変革によっ
て成長性や収益性を高める活動で、デジタル
化の本丸ともいえる。ここでは、企業内の複
数の事業でそれぞれ異なるデジタル化を推進
する必要があるため、「デジタル化の多様
化」が必要である。

これらのステップを踏み、企業内で機能軸
と事業軸のグリッド状にデジタル技術が活用
され、企業価値向上が実現されている状態が

いないケースは多い。サービスのデジタル化
でも同様の問題は想定される。

この状況に対し、まずはデジタルツールを
ブラックボックスにしないことが重要であ
る。たとえばAIを用いた市場予測に基づく
在庫の動的最適化を行う場合、AIによって
創出された予測モデルと実社会で起こってい
ることを突き合わせて、市場予測が可能とな
るメカニズムを解釈することが求められる。
これにより、人間がAIのモデルの妥当性を
納得し、AIではなく予測モデルに対する信
頼が生まれることになる。このことが、前述
の意思決定を支援する要素となる。

しかしそれでも判断が難しい場合は、事業
部幹部の個人の判断に委ねるのではなく、

「デジタル化を推進する」という組織として
の合意形成を行い、不調時の責任も組織とし
て対処できる状況を作ることが望ましい。す
なわち、トップマネジメントによるデジタル
化の意思決定とコミットメントが重要とな
る。

Ⅳ	日本の素材メーカーの
	 デジタルトランスフォーメーション
	 に向けて

前章で述べたように、事業軸のデジタル化
では、人材育成や組織としての合意形成、ト
ップマネジメントの役割など、事業部門単独
の活動ではなく全社の組織としての機能や活
動が重要となる。本章では、本特集のまとめ
として、機能軸、事業軸のデジタル化の活動
を生み、企業全体で価値創造・競争力強化を
実現できている状態、すなわちデジタルトラ
ンスフォーメーション（DX）の実現に向け
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•	投資効果が見えにくく、判断しがたい

•	PoCがやりっ放しになっている

•	全社のまとまりがない

これらの問題は、デジタル化が企業にとっ
て新しい取り組みであり、その実現に向けた
ミッション・責任・権限、および実行力を有
す社内機能と組織が用意されていないことに
起因する。これらの問題に対し、図 7 に示す
5 つの機能を具備することが有効であると筆
者らは考える。

1 つ目は「デジタル化戦略の企画機能」で
ある。自社の置かれている事業環境と、デジ
タル技術の動向や業界内の利用状況などを踏
まえ、自社にとっての機会や脅威を明確に示
し、デジタル化推進の原動力を生むととも
に、デジタル化の方向性・方針を定める機能
である。デジタル化は現場の抵抗に直面しや
すいため、この機能は現場任せではなくトッ
プマネジメントに近い機能として用意される

DXである。デジタル化が有効な事業・機能
のみをデジタル化するという意味でグリッド
状であり、社内機能すべてをデジタル化すべ
きであるという主張でない点を強調しておき
たい。

世界の先行企業は概ねこのステップでデジ
タル化を推進している。日本の素材メーカー
を見ると、点のデジタル化と機能軸のデジタ
ル化を多少なりとも手がけている状況にあ
る。従って、日本企業のDXの課題は、点・
機能軸のデジタル化のさらなる活性化と、事
業軸のデジタル化の推進にあるといえる。

2	 デジタル化推進の問題と対策
デジタル化の推進に腐心する日本企業は多

い。以下に、DX推進を担う本社部門が直面
する代表的な問題を挙げる。

•	デジタル資産（人材・データ・知見）が
乏しい

•	経営層と現場で意見が食い違う

図6　デジタルトランスフォーメーション（DX）実現のステップ
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4 つ目は「デジタル化の推進機能」であ
る。PoCやシステム開発には人と資金が不可
欠である。テーマに即した社内関係者を集め
たクロスファンクションチームの編成や、活
動費の捻出など、社内調整活動が重要となる。

5 つ目は「現場によるデジタル化」であ
る。デジタル化は個々の事業・業務の特性や
事情を踏まえる必要があるため、「現場で使
えるデジタル化」を現場視点で考案すること
が望ましい。また、実際にデジタル化によっ
て生まれた新しい業務やビジネスモデルを運
用し、成果を出すのはあくまで現場である以
上、PoCやデジタル化の主体者は現場である
べきである。一方、デジタル化の取り組みと
現業の両立で負担が増す現場の支援策が本社
側で必要となる。たとえば、デジタル化検討
に伴う現場のリソース不足解消のための一時
的な人員配置転換や外部人材の登用、デジタ
ル化によって一新される現場業務を踏まえた

ことが望ましい。
2 つ目は「デジタル化の社内コンサル機

能」である。デジタル化にはデジタルに関す
る知見と事業・業務に関する知見の両方が必
要となり、その両利き人材は稀有であること
を述べてきた。従って、少数の両利き人材を
社内コンサル化し、点・機能軸・事業軸のデ
ジタル化を支援する役割に回すことで、人材
にレバレッジをかけることが可能となる。

3 つ目は「デジタル資産の管理機能」であ
る。デジタル化には、データ、解析スキル、
その運用人材が必要である。これらを筆者ら
はデジタル資産と呼ぶ。より高難度な、広範
囲なデジタル化を実現していくには、デジタ
ル資産の蓄積が重要となる。そこで、社内の
デジタル化事例やベストプラクティスを蓄積
し、スキルやデータを形式知として整理する
機能が必要となる。データ蓄積のためのプラ
ットフォームの用意もこの機能に含まれる。

図7　デジタル化推進の問題と解決の方向性

デジタル化で直面する問題 解決の方向性

初
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経営層と現場で意見が食い違う

投資効果が見えにくく、
判断しがたい

PoCがやりっ放しになっている

全社のまとまりがない

デジタル化戦略の企画機能
● デジタル化の目的・意義の明確化
● デジタル投資の方針（レバレッジをかける）

デジタル化の社内コンサル機能
● 社外パートナー・先進技術の把握・接触
● 社内ベストプラクティスの横展開

デジタル資産の管理機能
● データの蓄積、そのための仕組み作り
● デジタル人材の調達・育成

デジタル化の推進機能
● プロジェクト・チーム組成（トップ⇔現場連携）
● 予算面の支援

現場によるデジタル化
● デジタル活用の考案・企画
● PoC・導入・活用の主導

デジタル担当者
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評価制度の変更などである。これらは現場の
抵抗を回避する策ともなろう。

3	 デジタル化推進組織
デジタル化の推進にあたり、実際にデジタ

ル化推進組織を本社部門として設置する動き
が活発化している。たとえば日本の化学メー
カー最大手である三菱ケミカルは、デジタル
化の経験豊富なCDO（Chief Digital Officer）
を外部（デジタル化有力ベンダー）から招聘
し、その下に社内外のデータ専門家やコンサ
ルタントから構成される「DXグループ」を
設置している。そしてホールディングスに位
置する本社機構の立場から、事業部門・機能
部門の課題を基にデジタル化プロジェクトの
立案、選定、組成、PoCに続くデジタル化業
務を支援している。

このようなデジタル化推進組織は、前節で
述べた 5 つの機能を補完し、経営層の方針と
現場の具体をうまく整合させ、デジタル化に
向けた諸活動を力強く推進できる点で、全社
のデジタル化のスピードアップに寄与する

（図 8 ）。DXに本気で取り組む企業にとっ
て、デジタル化推進組織を設置する意義は大
きいといえよう。

4	 最後に
本特集では素材メーカーのデジタル化・

DXの意義と要諦について、野村総合研究所
（NRI）のコンサルティング経験を踏まえて
論じてきた。業務や事業のデジタル化は、素
材メーカーの収益性や競争力・価値総出力を
高める潜在力を有しており、今後の素材産業
の競争環境に大きな影響を与える可能性が高
い。一方、現時点においてAI・IoTなどのデ
ジタル技術は万能ではなく、適用できる業務
や事業に制限があり、その効果が見えにく
い、あるいは限定的であるという見方もある。

しかし、デジタル技術はデジタル資産の蓄
積によって発展し得るものであり、今後の企
業活動を通じて有用なデジタル活用方法が新
たに見いだされ得るものである。従って、現
時点では技術的な不確実性が高くても、将来
は価値創造や競争優位構築の源泉となる潜在

図8　デジタル化推進組織の提案

経営層

現場

具体

具体 具体

具体

方針

デジタル化推進組織

1．経営層によるデジタル化推進の問題提起・方針化

2．デジタル化推進組織の組成
● デジタル化戦略
● デジタル化の社内コンサル
● デジタル化推進
● デジタル資産管理

3．現場とデジタル推進組織の協力による具体化・具現化
● 現場によるデジタル化

PDCAPDCA
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力があるといえよう。それが現実のものとな
ったとき、デジタル競争に取り残されないよ
う、今からデジタル化を進め、自社ならでは
のデジタル資産を蓄積し始めるべきである。

データの蓄積やデジタル技術の理解を深め
るだけではなく、デジタルを活用した業務の
効率化・高度化、あるいはビジネスモデル革
新に至る一連のデジタル化の業務経験を積
み、必要に応じて使いこなせる状態になるこ
とが将来の備えとして必要である。すなわ
ち、デジタルブームを契機としつつ、日本の
素材メーカーに根付く現場の強みを活かした

「ものづくり改革」と「ビジネスモデル改革」
を完遂することこそが、今の日本の素材メー
カーに必要なDXであると筆者らは考える。

本特集では「デジタル化構想の策定」「点
のデジタル化」「機能軸のデジタル化」「事業
軸のデジタル化」という、DXに向けた段階
的展開について述べてきた。本特集がデジタ
ル時代を生きる日本の素材メーカーの一助に
なれば幸いである。
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